
３．取組の進め方
減収リスクとグリサポの活用
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【留意点３】クレジットの販売について

減収リスクについて
 （独）農業環境技術研究所（現 農研機構農業環境研究部門）がまとめた「水田メ

タン発生抑制のための新たな水管理技術マニュアル」では、全国８県の栽培試験におい
て、中干し期間の延長によって、地域によっては増収した場合もあるものの、平均３％程
度減収したと報告されている。（他方で、登熟歩合向上、タンパク含量低下など、品質
は向上したとも報告されている。）

 減収の要因として、過度の土壌乾燥が影響する場合がある。不安があれば、先にグリー
ンな栽培体系への転換サポートを活用した実証に取り組んでいただくのも有効（後述）。
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最新の圃場実証の結果
 昨年度、６道県の公設試圃場での収量調査では、滋賀を除き、中干し延長で統計的

に有意な収量減は認められていない。
 滋賀の収量減の原因として、中干し前後の期間に高温で推移したため、肥料からの窒

素溶出が早まり、生育後半の水稲への窒素供給が不足した可能性を指摘。
 実際の圃場では、適切な追肥によって改善が図られる可能性がある。



取組の進め方（想定例）
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＜グリーンな栽培体系への転換サポート
（みどりの食料システム戦略推進交付金）＞

＜Ｊ－クレジット制度「水稲栽培における中干し期間の延長」方法論＞

・ 地域の一部の圃場で、中干し期間を延長した栽培体系を実証
・ グリーンな栽培体系の確立（栽培マニュアルの作成）
【Ｊ－クレジット制度に取り組むことを見越して、実証圃場以外では、現行の
中干し期間の記録をきちんと付けておく】

地域の圃場で大規模に実施（グリサポでの実証圃場は既に中干し期間を延長
しているので、クレジットの対象にならないことに留意）

中干しを延長する営農体系に不安がある場合
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３．取組の進め方
今後のお願い
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【留意点３】クレジットの販売について

今後のお願い
 現在、中干しの実施状況等を記録されていない農業者の方は、今後のＪ－クレジット

制度の活用を見据え、
① 中干しの実施日数

（まずはいつも通りの実施日数で記録してください）
② 収穫後の稲わらの処理方法

（すき込みor持ち出し、一部持ち出しの場合は重量も）
③ 堆肥の施用量
を記録することを、令和５年産からぜひ習慣化してください。

 県におかれては、
①普及指導員の皆様から、制度紹介や生産管理記録の様式への追加の働きかけ
②県のホームページ、メールマガジンやSNS等での生産者への働きかけ
等をお願いします。

 JAの水稲部会等の機会でも積極的にご検討いただくようお願いします。
 チラシを2種類（主にプロジェクト参加者向け／運営・管理者向け）用意しておりますの

でご活用ください。
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【本省担当】
（この方法論の内容に関すること）
農産局農産政策部農業環境対策課
担当者：奥村、野村
代表：03-3502-8111（内線4760）
ダイヤルイン：03-3593-6495

（Ｊ－クレジット制度に関すること）
大臣官房みどりの食料システム戦略グループ
地球環境対策室
担当者：大津山、但田、高津
代表：03-3502-8111（内線3289）
ダイヤルイン：03-6744-2473

【Ｊ－クレジット制度事務局】
※ 書類の書き方など、申請に向けた実務的な
相談の場合

みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社
Ｊ－クレジット制度事務局
電話：050-3173-8916
メールアドレス：help@jcre.jp

お問い合わせ先


